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日本の
エネルギーを
どうする？
原子力代替エネルギーとして期待が高まる再生可能エネルギー。

しかし時間軸や産業ユースで考えたとき、

エネルギー密度が極めて高い原子力や、

世界最高効率の火力発電を、どう位置づけるのか。

より望ましいエネルギー・ミックスへ、識者の意見を聴いた──
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福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
を
受
け
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
政
策
の
再
考
を
求
め
る
声
が
高
ま
り
、
事
故
前

の
二
〇
一
〇
年
六
月
に
策
定
し
た
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

基
本
計
画
も
、
ゼ
ロ
ベ
ー
ス
で
見
直
す
議
論
が
進
ん

で
い
る
。

　

そ
れ
自
体
は
自
然
な
流
れ
だ
が
、
問
題
は
ど
う
い

う
視
点
か
ら
政
策
を
考
え
る
か
だ
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
政

策
は
国
の
根
幹
に
関
わ
る
だ
け
に
、
特
定
の
見
方
に

偏
っ
た
判
断
を
す
る
と
将
来
に
禍
根
を
残
す
。
今
こ

そ
重
要
な
の
は
バ
ラ
ン
ス
感
覚
。
従
来
の
３
Ｅ
（
エ

ネ
ル
ギ
ー
安
定
供
給
、
経
済
性
、
地
球
温
暖
化
問
題

へ
の
対
応
）
に
Ｓ
（
安
全
・
安
心
）
と
Ｍ
（
マ
ク
ロ

経
済
へ
の
影
響
）
を
加
え
た
「
Ｓ
＋
３
Ｅ
＋
Ｍ
」
の

視
点
か
ら
、
総
合
的
に
判
断
し
て
い
く
べ
き
だ
ろ
う
。

　

た
だ
、
結
論
か
ら
言
え
ば
、
Ｓ
＋
３
Ｅ
＋
Ｍ
の
す

べ
て
を
満
た
す
「
完
璧
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
」
は
残
念
な

が
ら
存
在
し
な
い
。
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
再
生
可
能
エ

こ
れ
は
他
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
比
率
を
先
に
考
え
、
足
り

な
い
分
を
原
子
力
で
補
う
と
い
う
引
き
算
の
論
理
で

は
な
い
。
原
子
力
そ
れ
自
体
の
価
値
と
し
て
、
最
低

二
五
％
は
持
っ
て
い
な
い
と
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
を
確
保
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
か
ら
だ
。

　

パ
ー
フ
ェ
ク
ト
な
電
源
が
な
い
以
上
、
特
定
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
に
過
度
に
依
存
す
る
の
は
得
策
で
な
い
。

四
つ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
バ
ラ
ン
ス
良
く
組
み
合
わ
せ

る
こ
と
が
必
要
だ
。
そ
し
て
、
こ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

ミ
ッ
ク
ス
を
考
え
る
際
に
と
り
わ
け
重
要
な
の
が
、

マ
ク
ロ
経
済
に
及
ぼ
す
影
響
（
Ｍ
）
だ
。
今
年
七
月

に
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
固
定
価
格
買
取
制
度

も
ス
タ
ー
ト
す
る
が
、
仮
に
原
子
力
比
率
を
下
げ
て

ネ
ル
ギ
ー
、
化
石
燃
料
、
原
子
力
の
四
つ
に
大
別
し

て
見
て
み
よ
う
。

　

ま
ず
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
。
こ
れ
を
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の

一
つ
の
柱
と
見
立
て
最
大
限
行
う
こ
と
は
重
要
だ
が
、

我
々
の
生
活
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
な
し
に
成
り
立
た
な
い

以
上
、
自
ず
と
限
界
は
あ
る
し
、「
何
が
何
で
も
省

エ
ネ
」
で
は
生
活
の
快
適
性
も
産
業
競
争
力
も
失
わ

れ
て
し
ま
う
。

　

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
、
ク
リ
ー
ン
な
国
産
エ

ネ
ル
ギ
ー
と
い
う
点
は
非
常
に
良
い
が
、
コ
ス
ト
と

安
定
性
が
ネ
ッ
ク
。
太
陽
光
や
風
力
は
い
く
ら
無
尽

蔵
と
い
っ
て
も
エ
ネ
ル
ギ
ー
密
度
が
極
め
て
薄
い
た

め
、
広
大
な
敷
地
が
必
要
だ
し
、
自
然
条
件
に
も
大

き
く
左
右
さ
れ
、
稼
働
率
は
太
陽
光
一
二
％
、
風
力

二
〇
％
程
度
。
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
電
源
が
必
要
な
こ
と

に
加
え
、
風
力
は
騒
音
や
低
周
波
問
題
、
地
熱
は
国

立
公
園
の
開
発
規
制
な
ど
が
あ
り
、
い
ざ
立
地
し
よ

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
急
拡
大
さ
せ
る
と
、
電
気

料
金
は
三
〜
四
割
、
場
合
に
よ
っ
て
は
六
〜
七
割
も

上
昇
し
て
し
ま
う
。「
そ
れ
で
も
い
い
」
と
い
う
人

も
い
る
だ
ろ
う
が
、
中
国
や
韓
国
と
熾
烈
な
コ
ス
ト

競
争
を
強
い
ら
れ
て
い
る
製
造
業
は
、
海
外
に
工
場

移
転
せ
ざ
る
を
得
な
く
な
る
。
そ
う
な
る
と
国
内
の

雇
用
の
場
は
失
わ
れ
、
消
費
は
冷
え
込
み
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ

も
マ
イ
ナ
ス
に
な
り
、
結
果
的
に
経
済
や
国
民
生
活

に
計
り
知
れ
な
い
悪
影
響
を
及
ぼ
し
て
し
ま
う
。
こ

う
し
た
事
態
を
招
か
な
い
た
め
に
も
、
総
合
的
な
視

点
で
バ
ラ
ン
ス
の
取
れ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
立
案

し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

　

ま
た
短
期
的
な
観
点
で
言
え
ば
、
ス
ト
レ
ス
テ
ス

ト
の
結
果
等
を
踏
ま
え
、
安
全
性
が
確
認
さ
れ
た
原

子
力
発
電
所
は
早
急
に
再
稼
働
す
べ
き
。
で
な
い
と
、

今
年
夏
に
は
全
国
的
に
一
〇
％
を
超
え
る
電
力
不
足

が
生
じ
か
ね
な
い
。
二
年
連
続
で
電
力
不
足
と
な
れ

ば
、
製
造
業
の
海
外
流
出
へ
の
引
き
金
を
引
く
こ
と

に
な
る
。

　

日
本
の
製
造
業
は
、
円
高
、
高
い
法
人
税
、
貿
易

自
由
化
の
遅
れ
、
環
境
規
制
、
労
働
規
制
と
い
う
五

重
苦
の
な
か
、
国
内
雇
用
を
維
持
す
る
た
め
歯
を
食

い
し
ば
っ
て
頑
張
っ
て
い
る
。
そ
ん
な
彼
ら
に
電
力

不
足
・
電
気
料
金
高
騰
と
い
う
新
た
な
「
苦
」
を
負

わ
せ
る
こ
と
は
断
じ
て
し
て
は
な
ら
な
い
。

う
と
す
る
と
意
外
に
制
約
が
多
い
。

　

石
油
、
石
炭
、
天
然
ガ
ス
な
ど
の
化
石
燃
料
は
、

Ｃ
Ｏ
２

が
最
大
の
課
題
。
ま
た
シ
ェ
ー
ル
ガ
ス
革
命

と
い
う
プ
ラ
ス
材
料
を
考
慮
し
て
も
、
日
本
で
は
従

来
ど
お
り
Ｌ
Ｎ
Ｇ
化
し
て
輸
入
せ
ざ
る
を
得
な
い
の

で
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
に
限
界
が
あ
り
、
燃
料
価
格
上
昇

や
中
東
依
存
へ
の
不
安
は
残
る
。

　

そ
し
て
原
子
力
だ
が
、
ま
ず
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
面
で

燃
料
備
蓄
効
果
が
石
油
の
二
百
日
に
対
し
ウ
ラ
ン
は

五
〜
六
年
と
非
常
に
優
れ
て
い
る
上
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出

は
ほ
ぼ
ゼ
ロ
、
コ
ス
ト
も
今
回
の
見
直
し
で
化
石
燃

料
に
近
づ
い
た
に
し
て
も
ま
だ
安
い
。
し
か
し
問
題

は
「
Ｓ
」
だ
。
フ
ク
シ
マ
事
故
に
よ
る
人
々
の
不
安

を
考
え
れ
ば
、
い
く
ら
３
Ｅ
で
優
等
生
だ
か
ら
と

い
っ
て
、
事
故
前
の
基
本
計
画
が
目
標
と
し
て
い
た

「
原
子
力
比
率
五
〇
％
」
は
現
実
的
で
な
い
。
私
自

身
は
そ
の
半
分
、
二
五
％
程
度
が
妥
当
だ
と
思
う
。

日 本 の エ ネ ル ギ ー を ど う す る？

豊
田
正
和 

日
本
エ
ネ
ル
ギ
ー
経
済
研
究
所
理
事
長

エ
ネ
ル
ギ
ー
選
択
へ
の
視
点

「
Ｓ
＋
３
Ｅ
＋
Ｍ
」の
視
点
で

総
合
的
に
判
断
せ
よ

とよだ　まさかず
日本エネルギー経済研究所理事長
1949年東京都生まれ。東京大学法学
部卒。通商産業省（現・経済産業
省）入省。米プリンストン大学で修
士号取得後、IEA（国際エネルギー
機関）に派遣。97年の国連気候変動
枠組条約締約国会議（COP3）では

「京都議定書」の国際交渉に携わっ
たほか、2007年のCOP13には政府
代表メンバーとして参加。通商政策
局長、経済産業審議官などを歴任し、
08年退官。10年より現職。総合資源
エネルギー調査会基本問題委員会委
員。
http://eneken.ieej.or.jp/

出所：OECD/IEA,Energy Balances of OECD Countries, 2011 Edition

主要国のエネルギー自給率

＊緑のアミかけ部は長所、赤字は短所を表す
出所：日本エネルギー経済研究所

（経済性の数値はコスト等検証委員会による2010年モデル）

各エネルギーの長所・短所  

電源別の発電電力量構成（世界）

安全保障 経済性 環境性 安定性 社会問題
燃料自給率

（％）
発電費用

（円/kWh） 
発電時CO₂

（gCO₂/kWh）
設備利用率

（％）

火 
力

石油 0.4 22.1〜36.0 679 30〜80 ―
石炭 0 9.5 815 70〜80 ―
LNG 4 10.7 423 60〜80 ―

原子力 0〜100 8.9〜 0 70 放射線リスク

自
然
エ
ネ

水力 100 10.6 0 45 環境破壊
太陽光 100 33.4〜38.3 0 12 日照権など
風力 100 9.9〜17.3 0 20 低周波音など
地熱 100 9.2〜11.6 0 70 国立公園など

日本

■原子力
■原子力以外
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非化石電源比率

非化石電源

石油

原子力

水力

他再生可能
エネルギー

石炭＋CCS

＊レファレンスケース：現時点における経済・社会情勢を踏まえ、今後施行され
る確度の高い政策や普及可能性の高い技術の展開を
考慮に入れた予測ケース

＊技術進展ケース：技術開発が加速化し、革新的技術の普及が各国でより
一層拡大するケース

出所：日本エネルギー経済研究所
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原
子
力
は
是
か
非
か
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
は

原
子
力
に
代
わ
り
得
る
か
─
─
。
こ
の
よ
う
な
問
い

を
耳
に
す
る
た
び
、
私
は
違
和
感
を
覚
え
る
。
昨
今

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
め
ぐ
る
議
論
で
は
、
原
子
力

の
是
非
以
上
に
重
要
な
二
つ
の
視
点
が
抜
け
て
い
る

と
思
う
か
ら
だ
。

　

第
一
に
、
ど
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
を
選
択
す
る
か
と

い
う
「
Ｗ
ｈ
ａ
ｔ
」
の
話
ば
か
り
が
重
視
さ
れ
、
ど

う
い
う
し
く
み
で
電
力
を
供
給
す
る
か
と
い
う
「
Ｈ

ｏ
ｗ
」
に
つ
い
て
は
ほ
と
ん
ど
議
論
さ
れ
て
い
な
い
。

資
源
小
国
の
日
本
は
、
石
油
シ
ョ
ッ
ク
の
反
省
も
あ

り
、
常
に
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
ど
う
確
保
す
る
か
」
に

重
き
を
置
い
て
き
た
。
そ
れ
が
根
幹
で
あ
る
こ
と
は

間
違
い
な
い
が
、
石
油
シ
ョ
ッ
ク
当
時
と
現
在
で
は

状
況
は
大
き
く
変
わ
っ
て
い
る
。

　

例
え
ば
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
が
メ
イ
ン
フ
レ
ー
ム
か
ら

パ
ソ
コ
ン
に
シ
フ
ト
し
た
よ
う
に
、
電
力
の
世
界
で

　

少
子
高
齢
化
が
進
む
日
本
で
は
、
こ
の
先
、
電
力

需
要
の
大
幅
な
伸
び
は
期
待
で
き
な
い
。
こ
の
ま
ま

国
内
市
場
だ
け
を
睨
ん
だ
〝
内
向
き
の
自
由
化
〟
の

議
論
を
進
め
て
も
、
限
ら
れ
た
パ
イ
の
奪
い
合
い
に

な
る
だ
け
だ
。

　

し
か
し
ア
ジ
ア
な
ど
海
外
に
目
を
向
け
れ
ば
、
国

内
と
は
桁
違
い
の
膨
大
な
市
場
が
開
け
て
い
る
。
明

確
な
ビ
ジ
ョ
ン
に
基
づ
き
、
世
界
市
場
に
打
っ
て
出

れ
ば
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
が
年
一
〇
％
の
成
長
を
達

成
す
る
の
も
夢
で
は
な
い
。
電
力
会
社
を
は
じ
め
と

す
る
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
は
、
世
界
ト
ッ
プ
ク

も
「
系
統
電
力
」
に
加
え
「
分
散
型
電
源
」
が
台
頭

し
て
き
て
い
る
。
今
後
、
増
え
続
け
る
で
あ
ろ
う
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
す
べ
て
系
統
に
入
れ
る
の
は

ム
リ
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。
だ
か
ら
な
る
べ
く
そ

の
場
で
使
っ
た
方
が
い
い
。
こ
の
十
年
で
最
大
の
技

術
進
歩
は
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
向

上
だ
。
太
陽
光
発
電
や
燃
料
電
池
を
備
え
、
家
庭
内

で
電
力
需
給
の
一
体
管
理
が
で
き
る
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ

ス
の
開
発
が
進
ん
で
い
る
し
、
地
域
内
で
需
給
を
コ

ン
ト
ロ
ー
ル
で
き
る
ス
マ
ー
ト
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
へ
の

動
き
も
活
発
化
。
い
わ
ば
需
要
家
主
導
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
シ
ス
テ
ム
─
─
今
ま
で
需
要
側
は
電
気
を
使
う

だ
け
だ
っ
た
の
が
、
自
ら
つ
く
り
使
う
よ
う
大
き
く

変
化
し
て
い
る
の
だ
。

　

但
し
、
系
統
電
力
の
役
割
が
終
わ
っ
た
わ
け
で
は

な
い
。
住
宅
な
ど
は
相
当
程
度
ロ
ー
カ
ル
な
分
散
型

電
源
で
賄
え
る
よ
う
に
な
る
だ
ろ
う
が
、
例
え
ば
太

ラ
ス
の
実
力
を
持
っ
て
い
る
。
と
り
わ
け
日
本
が
優

れ
て
い
る
の
は
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
全
体
を
コ
ン
ト

ロ
ー
ル
す
る
能
力
。
日
本
の
電
力
は
、
発
電
所
の
性

能
、
送
電
網
、
制
御
シ
ス
テ
ム
、
そ
し
て
需
要
家
へ

の
ア
プ
ロ
ー
チ
ノ
ウ
ハ
ウ
、
す
べ
て
が
き
め
細
か
く

質
が
高
い
。
こ
の
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
全
体
を
商
品

と
捉
え
れ
ば
、
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
は
必
ず
あ
る
。

　

３
・
11
以
降
、
原
子
力
発
電
所
の
停
止
に
よ
る
電

力
不
足
へ
の
懸
念
か
ら
、
火
力
や
再
エ
ネ
な
ど
発
電

設
備
へ
の
過
剰
投
資
が
起
き
て
い
る
。
日
本
の
〝
潜

在
発
電
能
力
〟
は
す
ご
い
勢
い
で
伸
び
て
い
る
の
だ
。

ま
た
原
子
力
代
替
と
し
て
火
力
発
電
の
比
率
が
増
し
、

燃
料
費
負
担
も
増
大
。
国
内
だ
け
に
目
を
向
け
て
い

て
は
、
こ
の
二
重
投
資
、
三
重
投
資
を
回
収
す
る
こ

と
は
で
き
な
い
。
電
気
料
金
を
上
げ
る
に
し
ろ
税
金

で
賄
う
に
し
ろ
、
国
民
の
負
担
を
ム
ダ
に
し
な
い
た

め
に
も
、「
み
ん
な
が
ハ
ッ
ピ
ー
に
な
れ
る
成
長
戦

略
」
が
不
可
欠
だ
。

　

こ
う
し
た
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
の
成
長
戦
略
」
と

「
マ
ト
リ
ッ
ク
ス
化
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
」
を
車

の
両
輪
と
し
て
、
力
強
く
動
か
し
て
い
か
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
と
思
っ
て
い
る
。

陽
光
発
電
で
新
幹
線
を
走
ら
せ
た
り
、
製
鉄
所
を
動

か
し
た
り
す
る
時
代
は
、
こ
の
先
も
決
し
て
来
な
い

だ
ろ
う
。
東
京
や
大
阪
と
い
う
大
都
市
で
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
に
よ
る
電
力
自
給
な
ん
て
で
き
る
わ
け
が
な

い
。
パ
ソ
コ
ン
の
登
場
で
逆
に
メ
イ
ン
フ
レ
ー
ム
が

見
直
さ
れ
た
よ
う
に
、
安
定
的
で
低
コ
ス
ト
・
低
炭

素
の
系
統
電
力
に
し
か
担
え
な
い
分
野
は
確
実
に
あ

る
。

　

こ
う
し
た
系
統
と
分
散
の
役
割
分
担
な
ど
「
エ
ネ

ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
」
を
描
き
、

そ
こ
に
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
」
を

う
ま
く
マ
ト
リ
ッ
ク
ス
さ
せ
る
。
こ
れ
が
新
し
い
時

代
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
立
て
方
で
は
な
い
か
と
思

う
。

　

も
う
一
つ
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
欠
け
て

い
る
の
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
展
開
も
視
野
に
入
れ
た
産

業
と
し
て
の
成
長
戦
略
だ
。

日 本 の エ ネ ル ギ ー を ど う す る？

井
熊 

均 

日
本
総
合
研
究
所 
創
発
戦
略
セ
ン
タ
ー
所
長

エ
ネ
ル
ギ
ー
選
択
へ
の
視
点

シ
ス
テ
ム
全
体
の

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
を
描
け

いくま　ひとし
株式会社日本総合研究所 執行役員・
創発戦略センター所長
1958年東京都生まれ。早稲田大学理
工学部機械工学科卒、同大学院理工
学研究科修了。三菱重工業を経て90
年日本総合研究所入社。2002年創発
戦略センター所長。06年から執行役
員。イーキュービック取締役、日
綜（上海）投資諮詢有限公司董事な
ど。専門は事業の計画・提携・運営、
産業政策、ベンチャービジネスなど。
著書『次世代エネルギーの最終戦略
──使う側から変える未来』『中国環
境都市』『ポスト京都時代のエネル
ギーシステム』など。
http://www.jri.co.jp/company/
business/incubation/

次世代エネルギー創出のフロー

集中型と分散型電源システム

分散型電源システムとは、電気の需要地から遠い原子力、大規模水力・火力等
の集中型電源を軸としたシステムとは異なり、電気の需要地で再生可能エネル
ギー、コージェネレーション（コジェネ）、燃料電池等を用いて発電される電気を使
うシステム。

〈集中型電源システム〉

〈分散型電源システム〉

●供給システムのリスク
●資源調達のリスク
●地球温暖化のリスク

●再生可能エネルギー
●分散型電源
●ネットワーク、制御システム

●多様性 ●透明性
●持続性 ●自律性
●効率性

●原発減少への対応
●電源立地政策の再考

エネルギーに関わるリスク

技術革新

エネルギーシステムの基本理念

震災から学んだ2つの視点

次世代エネルギーシステム

「需要家主導のエネルギーシステム」
(DEmand Side Driven Energy System:DES2)

水力発電所

原子力発電所 火力発電所

変電所
配電線

火力発電所

風力発電所

メガソーラー

コジェネ

水力発電所

原子力発電所 火力発電所

変電所
配電線

火力発電所

風力発電所

メガソーラー

コジェネ

井熊均氏『次世代エネルギーの最終戦略』より作成

国家戦略室の資料をもとに作成
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３
・ 

11
以
降
、
原
子
力
を
め
ぐ
る
日
本
社
会
の

状
況
は
一
変
し
た
。
二
〇
三
〇
年
ま
で
に
原
子
力
の

割
合
を
五
三
％
に
高
め
る
と
定
め
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
基

本
計
画
（
二
〇
一
〇
年
六
月
閣
議
決
定
）
は
、
ほ
と

ん
ど
議
論
も
な
い
ま
ま
白
紙
撤
回
さ
れ
、
国
会
議
員

や
首
長
、
起
業
家
と
い
っ
た
社
会
的
影
響
力
の
大
き

い
人
ま
で
が
「
も
う
原
子
力
は
要
ら
な
い
」「
こ
れ

か
ら
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
だ
」
と
、
根
拠
に
乏

し
い
理
想
論
を
声
高
に
叫
ぶ
よ
う
に
な
っ
た
。

　

本
質
が
議
論
さ
れ
て
い
な
い
状
況
に
、
私
は
危
機

感
を
覚
え
る
。

　

中
長
期
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
考
え
る
際
、
私

は
次
の
四
つ
の
視
点
を
総
合
的
に
検
討
す
る
必
要
が

あ
る
と
思
っ
て
い
る
。

　

第
一
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
視
点
。
日
本

に
は
、
い
わ
ゆ
る
「
Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
包
囲
網
」
で
資
源
輸

入
を
絶
た
れ
た
こ
と
か
ら
第
二
次
世
界
大
戦
に
突
き

発
電
電
力
量
あ
た
り
の
死
亡
者
数
が
極
め
て
少
な
い

と
い
う
デ
ー
タ
が
あ
る
こ
と
を
知
っ
て
お
き
た
い
。

　

こ
れ
ら
四
点
を
総
合
的
に
検
討
す
る
と
、
脱
原
子

力
は
非
現
実
的
な
選
択
だ
─
─
そ
う
私
は
言
い
続
け

て
き
た
し
、
脱
原
子
力
を
唱
え
る
人
に
論
戦
を
挑
み
、

偏
り
が
ち
な
世
論
に
一
石
を
投
じ
た
と
い
う
手
応
え

も
あ
っ
た
。

　

し
か
し
大
変
残
念
な
こ
と
だ
が
、
そ
の
後
ま
た
、

正
当
な
議
論
を
封
じ
る
空
気
が
社
会
に
蔓
延
し
て
い

る
。
原
子
力
に
肯
定
的
な
意
見
を
言
う
だ
け
で
バ
ッ

シ
ン
グ
の
集
中
砲
火
を
浴
び
る
か
ら
、
我
が
身
に
火

の
粉
が
降
り
か
か
る
の
を
避
け
る
た
め
、
多
く
の
人

が
口
を
閉
ざ
し
て
し
ま
う
。
本
質
的
な
議
論
ど
こ
ろ

進
ん
だ
苦
い
歴
史
が
あ
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
僅

か
四
％
（
原
子
力
を
国
産
と
見
な
し
て
も
二
〇
％
）

の
日
本
が
、
あ
の
過
ち
を
二
度
と
繰
り
返
さ
な
い
た

め
の
基
本
は
「
多
様
性
」
だ
。
石
油
・
ガ
ス
・
石
炭

と
い
う
化
石
燃
料
、
原
子
力
、
そ
し
て
太
陽
光
・
風

力
・
地
熱
・
水
力
な
ど
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
と

い
っ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
は
も
ち
ろ
ん
、
資
源
の
輸
入

先
も
可
能
な
限
り
多
様
化
し
、
安
全
保
障
を
高
め
る

必
要
が
あ
る
。

　

第
二
は
、
五
十
年
先
、
百
年
先
の
未
来
を
考
え
る

こ
と
だ
。
こ
こ
数
年
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
業
界
は
シ
ェ
ー

ル
ガ
ス
の
登
場
に
沸
い
て
い
る
が
、
こ
れ
に
よ
っ
て

多
少
期
間
が
延
び
た
と
し
て
も
、
化
石
燃
料
が
い
ず

れ
枯
渇
す
る
こ
と
は
避
け
ら
れ
な
い
。
一
方
、
世
界

人
口
は
二
〇
八
三
年
に
百
億
人
を
超
え
る
と
予
測
さ

れ
て
い
る
。
化
石
燃
料
が
枯
渇
し
た
後
、
選
択
肢
は

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
原
子
力
し
か
な
い
が
、
再

か
、
言
論
の
自
由
さ
え
脅
か
さ
れ
つ
つ
あ
る
危
険
な

状
態
だ
。

　

た
だ
、
今
の
日
本
に
は
あ
ま
り
迷
走
し
て
い
る
時

間
が
な
い
こ
と
も
確
か
。
輸
出
企
業
は
円
高
に
喘

ぎ
、
貿
易
収
支
は
一
九
八
〇
年
以
来
三
十
一
年
ぶ
り

の
赤
字
に
転
落
。
財
政
破
綻
の
危
機
が
見
え
隠
れ
す

る
な
か
、
こ
の
ま
ま
原
子
力
発
電
所
の
再
稼
動
も
で

き
な
い
と
、
火
力
燃
料
費
の
増
大
に
よ
る
電
気
料
金

の
高
騰
→
産
業
の
空
洞
化
→
国
内
雇
用
の
喪
失
→
自

殺
者
の
増
加
と
い
う
事
態
す
ら
招
き
か
ね
な
い
。
原

子
力
に
反
対
す
る
人
は
し
ば
し
ば
「
カ
ネ
よ
り
命
が

大
事
」
と
言
う
が
、
何
よ
り
命
が
大
事
だ
か
ら
こ
そ
、

経
済
を
悪
化
さ
せ
る
こ
と
は
避
け
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
の
だ
。

　

政
策
と
し
て
何
が
正
し
い
か
、
現
実
的
な
議
論
を

す
べ
き
。
原
子
力
を
な
く
せ
と
い
う
の
は
無
責
任
な

議
論
だ
。
百
年
先
を
見
据
え
て
原
子
力
を
持
ち
続
け

る
。
そ
の
こ
と
を
産
業
界
が
も
っ
と
発
言
す
べ
き
だ

し
、
電
力
会
社
は
ど
ん
な
に
批
判
さ
れ
よ
う
と
毅
然

と
し
て
「
正
し
い
こ
と
は
正
し
い
」
と
言
い
続
け
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
福
島
事
故
を
猛
省
し
な
が
ら
も
、

悲
し
み
や
苦
し
み
を
乗
り
越
え
、
冷
静
に
、
堂
々

と
議
論
し
て
世
論
を
動
か
す
─
─
そ
ん
な
リ
ー
ダ
ー

シ
ッ
プ
が
切
に
求
め
ら
れ
て
い
る
。

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
だ
け
で
、
こ
の
膨
大
な
人
口
を

ど
う
や
っ
て
賄
う
の
か
。

　

第
三
の
視
点
は
、
実
現
性
・
安
定
性
・
経
済
性
だ
。

私
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進
に
は
大
賛
成
だ

が
、
太
陽
光
や
風
力
は
実
現
性
（
膨
大
な
設
置
面

積
）、
安
定
性
（
気
候
条
件
に
よ
る
出
力
変
動
）、
経

済
性
（
電
気
料
金
・
設
備
利
用
率
）
の
面
で
課
題
が

山
積
し
て
い
る
こ
と
は
事
実
で
あ
り
、
原
子
力
に
代

わ
る
安
定
的
な
ベ
ー
ス
ロ
ー
ド
電
源
に
は
な
り
得
な

い
。

　

そ
し
て
第
四
は
、
環
境
・
命
へ
の
影
響
。
３
・ 

11
後
、
言
及
さ
れ
る
機
会
が
減
っ
て
い
る
が
、
温
暖

化
対
策
は
今
も
重
要
課
題
で
あ
る
こ
と
に
変
わ
り
な

く
、
発
電
時
に
Ｃ
Ｏ
２

を
排
出
し
な
い
原
子
力
と
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
優
位
性
は
揺
ら
い
で
い
な
い
。

福
島
事
故
で
近
隣
の
人
々
に
大
き
な
負
担
を
か
け
て

い
る
が
、
原
子
力
自
体
は
石
炭
・
石
油
な
ど
と
比
べ

日 本 の エ ネ ル ギ ー を ど う す る？

堀 

義
人 

グ
ロ
ー
ビ
ス
代
表

エ
ネ
ル
ギ
ー
選
択
へ
の
視
点

百
年
先
を
見
据
え
、

正
し
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
選
択
を

ほり　よしと　　
グロービス代表／グロービス経営大
学院学長
1962年茨城県生まれ。京都大学工学
部卒、ハーバード大学経営大学院修
士課程修了。住友商事を経て、92年
グロービス設立。若手起業家が集う
YEO（Young Entrepreneur's Orga-
nization 現EO）日本初代会長、世
界経済フォーラムが選ぶNew Asian 
Leaders日本代表など歴任。経済同
友会幹事。著書『創造と変革の志士
たちへ』『吾人の任務』など。昨年
八月、孫正義・ソフトバンクグルー
プ代表とエネルギーの「トコトン議
論」を展開、話題を呼んだ。
http://www.globis.co.jp/

エネルギー資源確認可採埋蔵量と可採年数

ベースロード電源とは 

出典：Electricity generation and health, Anil Markandya and 
Paul Wilkinson, Thelancet Vol.370 September15, 2007

ヨーロッパにおける発電電力量1ＴＷｈあたりの死亡者数

0 6 12

石油・その他火力

LNG火力

石炭火力

原子力

流れ込み式水力
18 24

（時）

揚水式水力

調整池式・
貯水池式水力

揚水式
ポンプアップ

ベース
ロード

石炭

石油

ガス

原子力

0 5 10 15 20 25 30

2.8

0.1

18.4

24.6

・1TWh＝10億ｋＷｈ
・石炭は炭鉱事故、
 石油/ガスは採掘事故による死者が多い

石油
2010年末

天然ガス
2010年末

石炭
2010年末

ウラン
2008年末

46.2
年

58.6
年

118
年 114

年

1兆3,832億
バレル

187兆㎥

8,609億トン 540万トン

震災後、堀さんが発起人となって立ち上げたKIBOWプロジェクト（福島）。希
望を持ち、日本を良くするという強い意志を持って被災地の人 と々交流、世界
と協力しながら日本の復興を遂げようという民間プロジェクトだ

＊ウランの可採年数は確認可採埋蔵量を年需要量で除した値
出所：ＢＰ統計2011、OECD/NEA-IAEA, URANIUM2009

出所：Electricity generation and health, Anil Markandya and 
Paul Wilkinson, Thelancet Vol.370 September 15, 2007
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日
本
は
こ
れ
ま
で
国
策
と
し
て
原
子
力
発
電
を
推

進
し
て
き
た
が
、
そ
の
論
拠
の
一
つ
は
原
子
力
の
発

電
コ
ス
ト
が
安
価
（
二
〇
〇
四
年
総
合
資
源
エ
ネ
ル

ギ
ー
調
査
会
試
算
で
五･

九
円
）
と
い
う
こ
と
だ
っ

た
。
し
か
し
本
当
に
原
子
力
は
安
い
の
か
？

　

例
え
ば
立
命
館
大
学
の
大
島
堅
一
教
授
は
、

二
〇
一
〇
年
、
原
子
力
発
電
所
の
立
地
交
付
金
な

ど
「
そ
れ
が
な
け
れ
ば
発
電
で
き
な
い
」
費
用
も
発

電
コ
ス
ト
に
含
め
れ
ば
原
子
力
は
決
し
て
安
く
な
い
、

と
問
題
提
起
。
実
際
、
立
地
費
用
等
を
加
え
た
大
島

試
算
で
は
、
水
力
四
・
〇
円
、
火
力
九
・
九
円
、
原
子

力
一
〇
・
七
円
（
い
ず
れ
も
一
kWh
あ
た
り
）
と
、
原

子
力
は
最
も
割
高
だ
。

　

但
し
、
こ
の
計
算
は
一
九
七
〇
〜
二
〇
〇
七
年
度

の
有
価
証
券
報
告
書
の
記
載
デ
ー
タ
に
基
づ
い
て
お

り
、
比
較
的
新
し
い
発
電
所
が
多
い
原
子
力
よ
り
も
、

減
価
償
却
の
終
わ
っ
た
古
い
発
電
所
が
多
い
水
力
の

う
い
う
条
件
下
で
運
転
す
れ
ば
、
い
く
ら
」
と
、
丁

寧
な
情
報
公
開
を
し
て
い
く
べ
き
だ
。

　

ち
な
み
に
私
は
、
新
た
に
加
え
る
べ
き
条
件
と
し

て
「
環
境
費
用
」
を
提
案
し
て
き
た
。
原
子
力
の

バ
ッ
ク
エ
ン
ド
対
策
、
火
力
の
Ｃ
Ｏ
２

対
策
、
風
力

の
騒
音
対
策
な
ど
、
ど
の
電
源
も
何
ら
か
の
環
境
対

策
費
は
必
要
に
な
る
か
ら
だ
。

　

も
う
一
つ
、
電
源
を
考
え
る
際
に
重
要
な
選
択
肢

と
な
り
得
る
の
が
「
節
電
所
」
だ
。
こ
れ
ま
で
電
源

と
い
え
ば
供
給
力
ば
か
り
に
眼
を
向
け
が
ち
だ
っ
た

が
、
例
え
ば
節
電
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
五
〇
kW
の

ほ
う
が
安
価
に
な
っ
て
い
る
。
過
去
の
実
績
値
と
し

て
は
貴
重
だ
が
、
安
価
だ
っ
た
水
力
発
電
所
を
今
か

ら
建
設
で
き
る
か
と
言
え
ば
難
し
く
、
今
後
の
電
源

選
択
の
目
安
に
は
な
り
に
く
い
。

　

一
方
、
将
来
的
な
コ
ス
ト
試
算
と
し
て
は
、
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
な
ど
が
モ
デ
ル
プ
ラ
ン
ト
を
想
定
し
「
発
電
コ

ス
ト
＝
発
電
に
要
す
る
費
用
（
資
本
費
、
燃
料
費
、

運
転
・
維
持
費
）÷
発
電
電
力
量
」
と
い
う
公
式
を

用
い
て
算
出
し
て
い
る
。

　

発
電
単
価
は
安
い
方
が
い
い
が
、
電
源
ご
と
に
発

電
に
要
す
る
費
用
の
構
成
が
異
な
る
た
め
、
安
く
す

る
に
は
何
を
す
べ
き
か
も
違
っ
て
く
る
。

　

例
え
ば
原
子
力
は
他
電
源
に
比
べ
、
資
本
費
の
割

合
が
ず
ば
抜
け
て
高
い
。
だ
か
ら
運
転
年
数
が
長
く
、

稼
働
率
が
高
く
な
れ
ば
コ
ス
ト
は
下
が
る
が
、
逆
に

運
転
年
数
が
短
く
稼
働
率
が
低
い
と
割
高
に
な
る
。

つ
ま
り
「
原
子
力
が
安
い
」
と
い
う
の
は
全
面
的
に

電
気
が
必
要
な
と
こ
ろ
を
三
〇
kW
に
抑
え
れ
ば
二
〇

kW
の
電
気
を
生
み
出
し
た
こ
と
に
な
る
。
し
か
も
こ

の
「
節
電
所
」
は
建
設
費
要
ら
ず
で
、
そ
の
気
に
な

れ
ば
今
日
か
ら
で
も
稼
働
で
き
る
。

　

東
京
電
力
管
内
で
は
昨
夏
一
五
％
の
節
電
を
達
成

し
た
が
、
そ
の
背
景
に
は
人
々
の
意
識
変
化
が
あ

る
。
電
気
は
こ
れ
ま
で
「
カ
ネ
さ
え
払
え
ば
い
く
ら

使
っ
て
も
い
い
」
と
自
由
財
的
に
扱
わ
れ
て
い
た
が
、

「
い
や
そ
う
じ
ゃ
な
い
、
コ
モ
ン
プ
ー
ル
・
リ
ソ
ー

ス
、
み
ん
な
で
分
か
ち
合
う
共
有
資
源
だ
」
と
認
識

さ
れ
、
社
会
が
適
応
力
を
発
揮
し
た
の
だ
と
思
う
。

　

昨
年
暮
れ
、｢

コ
ス
ト
等
検
証
委
員
会｣

は
発
電
原

価
だ
け
で
な
く
事
故
リ
ス
ク
対
応
費
や
Ｃ
Ｏ
２

対
策

費
、
交
付
金
等
政
策
経
費
も
加
味
し
て
試
算
し
た
報

告
書
を
提
出
。
原
子
力
は
八
・
九
円
／
kWh
以
上
だ
と

示
さ
れ
た
─
─
。

　

フ
ク
シ
マ
事
故
が
提
起
し
た
の
は
、
大
規
模
集
中

電
源
の
リ
ス
ク
だ
。
今
後
、
発
電
コ
ス
ト
試
算
に
も

現
れ
た
各
電
源
の
特
性
も
踏
ま
え
、
強
靱
な
エ
ネ

ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
を
再
設
計
で
き
れ
ば
、「
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
は
減
っ
て
も
経
済
は
成
長
す
る
」
社
会
の

実
現
も
あ
な
が
ち
夢
で
は
な
い
だ
ろ
う
。

正
し
い
わ
け
で
も
、
間
違
っ
て
い
る
わ
け
で
も
な
い
。

「
ど
う
い
う
条
件
で
運
転
す
る
か
」
に
よ
っ
て
大
き

く
違
う
の
だ
。

　

ま
た
、
燃
料
費
の
割
合
が
高
い
火
力
発
電
は
、
燃

料
が
高
騰
す
れ
ば
割
高
に
な
る
。
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

は
一
種
の
地
域
資
源
だ
か
ら
、
条
件
の
良
い
地
域
で

は
風
力
発
電
も
原
子
力
や
石
炭
並
み
の
経
済
性
だ
が
、

現
状
の
風
力
発
電
を
日
本
全
体
で
見
れ
ば
設
備
利
用

率
は
二
〇
％
に
も
満
た
な
い
。
だ
か
ら
や
る
べ
き
地

域
と
そ
う
で
な
い
地
域
が
あ
る
。
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が

大
き
い
地
熱
も
ほ
と
ん
ど
が
国
立
公
園
内
の
た
め
諸

規
制
が
開
発
を
阻
ん
で
い
る
し
、
バ
イ
オ
マ
ス
は
運

搬
コ
ス
ト
に
よ
っ
て
燃
料
費
が
変
動
す
る
。

　

こ
の
よ
う
に
電
源
ご
と
に
特
性
が
異
な
り
、
試
算

条
件
で
違
っ
て
く
る
の
に
、
そ
れ
を
脇
へ
置
い
て

「
原
子
力
は
安
い
」「
い
や
高
い
」
と
結
果
だ
け
言
う

の
は
、
ミ
ス
リ
ー
ド
を
招
く
。
多
少
繁
雑
で
も
「
こ

日 本 の エ ネ ル ギ ー を ど う す る？

植
田
和
弘 

京
都
大
学
教
授

発
電
コ
ス
ト
へ
の
視
点

コ
ス
ト
を
左
右
す
る

「
条
件
」に
目
配
り
を

うえた　かずひろ　　
京都大学大学院経済学研究科教授／
同地球環境学堂教授（環境経済学）
1952年香川県生まれ。京都大学工学
部卒、大阪大学大学院工学研究科博
士課程修了。京都大学助教授を経て、
94年教授。この間、ロンドン大学／
未来資源研究所留学。持続可能な発
展の重層的環境ガバナンス、環境制
御の財政理論、循環型社会の理論と
政策などを研究。著書『環境経済
学』、共編著『国民のためのエネル
ギー原論』『環境経営イノベーショ
ンの理論と実践』など。総合資源エ
ネルギー調査会基本問題委員会委員、
コスト等検証委員会委員。
http://www.econ.kyoto-u.ac.jp/

発電コスト試算の比較（日本）

◦発電コスト＝
 

発電に要する費用（建設費＋燃料費＋運転・維持費）＋CO₂対策費
 発電電力量
◦対象のモデルプラントは2015年までに運転開始のものを想定

出所：OECD, Projected Costs of Generating Electricity2010 Edition（2010）、
割引率5%の値を記載

OECD（モデルプラント方式）（2010）
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営業費用＋電気事業固定資産etc.×報酬率

  発電電力量（送電端）

 ＋開発単価 
電源開発促進対策特別会計および一般会計

  発電電力量（送電端）

 ＋立地単価 
電源立地対策費

  発電電力量（送電端）
出所：大島堅一氏『再生可能エネルギーの政治経済学』 東洋経済新報社（2010）

（ ）
（ ）

（ ）

1970〜2007年度の平均

＊コスト等検証委員会第1回会議の参考資料より作成
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福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
を
機
に
、
原
子
力

へ
の
逆
風
が
強
ま
り
、
従
来
メ
リ
ッ
ト
と
さ
れ
て
き

た
「
経
済
優
位
性
」
に
も
疑
問
の
眼
が
向
け
ら
れ
る

よ
う
に
な
っ
た
。
な
か
に
は
「
安
全
が
す
べ
て
。
コ

ス
ト
な
ん
て
ど
う
で
も
い
い
」
と
い
う
意
見
も
あ
る

が
、
こ
れ
は
大
き
な
誤
り
だ
と
最
初
に
指
摘
し
て
お

き
た
い
。

　

例
え
ば
今
流
行
の
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
な
ら
、
利
用

者
は
従
来
の
携
帯
電
話
に
な
か
っ
た
新
し
い
サ
ー
ビ

ス
を
享
受
で
き
る
の
だ
か
ら
、
多
少
料
金
が
高
く
て

も
い
い
だ
ろ
う
。
し
か
し
電
気
の
場
合
、
高
い
電
源

だ
ろ
う
と
安
い
電
源
だ
ろ
う
と
得
ら
れ
る
効
用
は
基

本
的
に
同
じ
だ
か
ら
、
電
気
代
が
高
く
な
れ
ば
、
そ

の
分
、
他
の
用
途
に
回
す
お
金
を
削
ら
ざ
る
を
得
な

く
な
る
。「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
増
え
る
な
ら

多
少
電
気
代
が
上
が
っ
て
も
い
い
」
と
い
う
人
も
い

る
が
、「
多
少
上
が
る
」
の
は
我
が
家
の
電
気
代
だ

　

一
方
で
、
今
回
の
試
算
で
は
系
統
安
定
化
費
用
、

電
源
線
費
用
、
電
力
会
社
の
広
告
・
寄
付
金
な
ど
を

コ
ス
ト
計
上
し
て
い
な
い
が
、
な
か
で
も
大
き
い
の

は
、
太
陽
光
や
風
力
の
拡
大
に
伴
い
増
大
す
る
と
み

ら
れ
る
系
統
安
定
化
費
用
。
今
後
、
技
術
革
新
や
量

産
効
果
で
パ
ネ
ル
な
ど
の
値
段
が
下
が
っ
て
も
、
系

統
安
定
化
費
用
が
一
kWh
あ
た
り
五
〜
十
円
に
な
る
可

能
性
が
あ
り
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
発
電
コ
ス

ト
が
ト
ー
タ
ル
で
下
が
る
こ
と
は
期
待
し
が
た
い
。

し
か
し
今
回
は
、「
導
入
量
に
応
じ
て
試
算
す
る
の

が
適
当
」
と
し
て
計
上
が
見
送
ら
れ
た
。

　

こ
の
よ
う
に
見
る
と
、
今
回
の
試
算
は
「
原
子
力

け
で
は
な
い
。
産
業
か
ら
社
会
ま
で
、
あ
ら
ゆ
る
分

野
で
経
済
に
悪
影
響
を
及
ぼ
し
、
雇
用
が
失
わ
れ
る

こ
と
に
も
な
り
か
ね
な
い
。
も
ち
ろ
ん
安
全
確
保
は

重
要
だ
が
、
経
済
の
根
幹
を
担
う
コ
ス
ト
を
疎
か
に

す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

　

で
は
原
子
力
で
つ
く
る
電
気
は
本
当
に
安
い
の
か
。

二
〇
〇
四
年
に
経
済
産
業
省
が
行
っ
た
試
算
で
は
、

原
子
力
の
一
kWh
あ
た
り
発
電
コ
ス
ト
は
四
・
八
円
〜

六
・
二
円
。
こ
れ
に
対
し
、
昨
年
十
二
月
に
エ
ネ
ル

ギ
ー
・
環
境
会
議
の
コ
ス
ト
等
検
証
委
員
会
が
見
直

し
た
試
算
で
は
、
下
限
で
八
・
九
円
（
今
後
、
事
故

の
損
害
額
が
五
・
八
兆
円
か
ら
一
兆
円
増
え
る
ご
と

に
〇
・
一
円
増
）。
〇
四
年
試
算
と
比
べ
、
原
子
力
の

発
電
コ
ス
ト
が
大
幅
に
上
昇
し
て
い
る
の
は
、
福
島

第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
を
受
け
て
の
追
加
的
安
全

対
策
費
用
を
は
じ
め
、
立
地
交
付
金
や
研
究
開
発
費

と
い
っ
た
政
策
経
費
、
事
故
リ
ス
ク
対
応
費
用
な
ど

に
や
や
辛
い
」
設
定
に
な
っ
て
い
る
と
言
え
な
く
も

な
い
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
原
子
力
は
石
炭
火
力
や

地
熱
と
同
等
の
経
済
性
を
有
す
る
結
果
に
な
っ
た
こ

と
は
、
や
は
り
「
原
子
力
で
つ
く
る
電
気
は
相
対
的

に
安
い
」
の
で
あ
る
。

　

と
は
い
え
私
は
「
だ
か
ら
原
子
力
を
も
っ
と
推
進

す
べ
き
だ
」
と
短
絡
的
に
主
張
す
る
つ
も
り
は
な
い
。

温
暖
化
問
題
を
考
慮
す
れ
ば
、
多
少
コ
ス
ト
高
で
も

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
拡
大
は
不
可
欠
だ
ろ
う
。

ま
た
事
故
後
、
原
子
力
へ
の
視
線
が
厳
し
く
な
る
の

は
当
然
だ
し
、
健
全
な
こ
と
だ
と
思
っ
て
い
る
。

　

但
し
、
詳
細
な
試
算
条
件
に
ほ
と
ん
ど
踏
み
込
ま

ず
、
結
果
の
数
字
だ
け
が
メ
デ
ィ
ア
で
独
り
歩
き
し

て
い
る
の
は
少
し
気
が
か
り
だ
。
原
子
力
の
事
故
だ

け
が
リ
ス
ク
で
は
な
い
。
高
い
再
エ
ネ
の
大
量
導
入

で
経
済
が
悪
化
す
る
の
も
リ
ス
ク
な
ら
、
安
価
な
石

炭
に
頼
っ
て
Ｃ
Ｏ
２

排
出
を
増
や
す
の
も
リ
ス
ク
、

化
石
燃
料
の
増
大
で
海
外
へ
資
金
が
流
出
し
て
し
ま

う
の
も
リ
ス
ク
だ
。
こ
う
し
た
さ
ま
ざ
ま
な
リ
ス
ク

を
総
合
的
・
客
観
的
に
検
討
し
て
、
ベ
ス
ト
ミ
ッ
ク

ス
の
道
を
探
っ
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
今
こ

そ
拙
速
を
避
け
、
深
い
議
論
を
重
ね
て
い
く
べ
き
で

は
な
い
だ
ろ
う
か
。

が
追
加
さ
れ
た
た
め
だ
。

　

私
自
身
、
委
員
会
メ
ン
バ
ー
と
し
て
議
論
に
加

わ
っ
て
お
り
、
全
体
の
相
場
観
と
し
て
は
妥
当
だ
と

思
っ
て
い
る
が
、
多
少
疑
問
が
な
い
わ
け
で
も
な
い
。

　

例
え
ば
将
来
起
こ
り
得
る
原
子
力
事
故
へ
の
対
応

費
用
。
こ
れ
を
ど
う
見
る
か
は
意
見
が
分
か
れ
た
と

こ
ろ
だ
が
、
私
と
し
て
は
「
コ
ス
ト
は
コ
ス
ト
、
リ

ス
ク
は
リ
ス
ク
」
と
分
け
て
考
え
た
ほ
う
が
良
い
と

思
う
。
し
か
し
今
回
の
試
算
で
は
、
事
実
上
、
フ
ク

シ
マ
レ
ベ
ル
の
事
故
が
四
十
年
に
一
度
起
き
る
と
い

う
仮
定
で
算
出
さ
れ
た
。
こ
の
費
用
は
四
十
年
間
事

故
が
起
き
な
け
れ
ば
不
要
に
な
る
わ
け
で
、
八
・
九

円
を
下
限
と
す
る
の
は
お
か
し
い
。
原
子
力
事
故
の

リ
ス
ク
を
過
大
に
見
積
も
っ
て
し
ま
う
と
試
算
の
有

用
性
が
失
わ
れ
る
ば
か
り
か
、
経
済
へ
の
悪
影
響
な

ど
別
の
リ
ス
ク
認
知
を
疎
か
に
し
、
間
違
っ
た
選
択

に
導
く
危
険
性
が
あ
る
。

日 本 の エ ネ ル ギ ー を ど う す る？

秋
元
圭
吾 

地
球
環
境
産
業
技
術
研
究
機
構 

グ
ル
ー
プ
リ
ー
ダ
ー

発
電
コ
ス
ト
へ
の
視
点

今
こ
そ
拙
速
を
避
け
、

深
い
議
論
を

あきもと　けいご
地球環境産業技術研究機構（RITE）
システム研究グループ
グループリーダー・副主席研究員
1970年富山県生まれ。横浜国立大学
工学部電子情報工学科卒、同大学院
工学研究科博士課程修了。RITE入
所、2007年より現職。その間、国際
応用システム分析研究所（IIASA）
客員研究員。専門はエネルギー・地
球環境を中心としたシステム、政策
の分析・評価。発電コストの推計を
行う。国家戦略室エネルギー・環境
会議コスト等検証委員会委員。東京
大学大学院総合文化研究科客員教授。
http://www.rite.or.jp/

電源別発電コスト推計（2030年頃）

＊2030年頃のコストについては、系統安定化のための追加費用も考慮するため、そ
れに合わせてすべての電源で送電費用として2〜4円/kWh（託送料金を参考に設
定）を加えて表示している。また温暖化対策費として炭素価格30$/tCO₂を想定

＊原子力発電の括弧内の数値は、立地交付金として0.3円/kWhを加えた場合
＊２つの棒グラフは発電単価の最小値と最大値を表す 
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＊CO₂対策費用（石炭火力の場合、2.5円→3.0円）、原子力の事故リスク対応費用
（現時点で判明している損害額約5.8兆円＝0.5円/ｋＷｈ）、政策経費（立地交
付金など原子力の場合、約３１８３億円＝1.1円/ｋＷｈ）等の社会的費用も加算

＊事故リスク対応費用は、原子力事業者が40年間で積み立てるという前提で算定
出所：コスト等検証委員会報告書（2011年12月）
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太陽光発電
ドイツ・スペインに次ぐ世界第3位の導入実績を持つ
日本の太陽光発電（2009年設備容量）。家庭の屋根な
どに設置できる手軽さから導入が進んでおり、2009
年度の発電実績は約11億kWh（参考：原子力2,785億
kWh）、導入ポテンシャルは比較的条件が良いと考
えられる場所で約930億kWh。こうした場所をフル
活用できれば、夏のピーク時の需給改善を助ける電
源として期待される。
普及には、低コスト化に向けた技術開発、耕作放棄
地やマンション・工場等の壁面などへの設置促進の
ための制度改革などが必要とされている。また太陽
光は日射量の変化による出力変動が大きく、その変
化も速いため、電力系統への大量接続が電気の品質
に影響を及ぼさないよう系統安定化対策も不可欠に
なる。

小水力発電
大規模水力の適地がほぼ開発された日本では、一般
的に水を貯めることなく小規模な河川や農業用水路
等の水流をそのまま利用する中小水力発電（設備容
量3万kW未満；固定価格買取制度対象）の活用が期
待されている。
但し、水利権等の諸規制の制約を受けるため、行政
手続きの明確化や迅速化への改善などが課題。

風力発電
風況の良い地域では経済性を発揮する風力発電。陸
上風力発電は、2007年度の日本の発電実績・約28億
kWh、導入ポテンシャルは保安林や国有林等を除く
風況の良い場所で約2,700億kWhと、再生可能エネル
ギーのなかで比較的高い。開発が進む洋上風力とあ
わせるとポテンシャルはさらに高まる。
但し実際の開発には電力系統への接続などを併せて
考える必要がある。日本で風況の良い地域は主に北
海道/東北/九州であり、これらの適地は現状の電力
系統から遠く離れていることが多い。導入拡大には、
系統の抜本的強化や制度改革など多くの政策的課題
を解決する必要がある。

バイオマス発電
木材や牧草、農業残渣、下水汚泥など生物由来の資
源（＝バイオマス）を燃料として、直接燃焼して得
られた熱で発電する方法と、バイオマスから得たガ
ス（バイオガス）を利用して発電する方法がある。地
球全体でCO2量を増加させないカーボンニュートラ
ル＊なエネルギーであり、2007年度の発電実績・約32
億kWh。
原料の収集運搬にかかるコストが高いことなどから、
地産地消の利用が望ましいとされている。

地熱発電
火山国・日本は世界第三位の地熱資源国。地下深部
のマグマに眠る膨大なエネルギーを蒸気の形で取り
出して利用する地熱発電は、資源小国・日本で大き
な期待が持たれている。地熱発電は現状、自家発電
含め全国18カ所、九州と東北にほとんど集中。2007
年度の発電実績は約30億kWh、導入ポテンシャル
は国立・国定公園の特別保護地区などを除き、かつ
150℃以上の熱水資源が利用できる場所で約260億
kWh。その出力安定性も勘案すると、条件の劣る場
所も活用することにより、ベース電源の一定の部分
を担うことが期待される。
導入可能量拡大には、国立・国定公園内への立地に
必要な許可要件の明確化や、地元温泉関係者等との
共生など政策的課題の解決、技術開発・実証研究な
どの推進が必要となる。

関西電力 堺太陽光発電所
大阪府堺市臨海部の約21ha（甲子園球場5個
分）の土地に広がる、日本最大級の太陽光発電
所。2010年10月、日本の電力会社初のメガソー
ラー発電所として一部運転開始、11年9月から全
面運転を行っている。最大出力1万kW（10MW）、
発電電力量約1,100万kWh/年で、3,000世帯
分の年間消費電力を賄い、CO2削減量は年間約
4,000トンになる。

私たち1人ひとりが考えたいエネルギー問題。
発電時にCO2を出さないクリーンな国産エネルギー・

太陽光や風力など再生可能エネルギーから、火力、原子力まで、
各エネルギーの基本的な情報を紹介する──

関西電力 舞鶴発電所
（バイオマス混焼石炭火力）
舞鶴発電所1号機では、2008年6月から、木
質ペレットと呼ばれるバイオマス燃料を石炭
に混ぜて燃やすことにより、年間約9万トンの
CO2を削減している。

関西電力 大桑野尻発電所
ダム下流の景観保全など河川環
境維持のための放流や未利用落
差を利用した小水力発電所（最大
出力490kW）。2011年6月運転
開始。CO2削減量は年間約1,300
トンを見込んでいる。

＊なお関西電力グループも風力発電事業に取り組んでおり、兵庫県淡路
市北部の丘陵地帯に、出力12,000kWの風力発電所（2,000kW×6基）
を建設、2013年2月運転開始予定。約1万世帯分の電気を賄い、CO2

削減量は年間約7,000トンを見込んでいる。

日本の発電電力量実績（電気事業用、自家用合計）　2007年度 11,928億kWh　2009年度 11,126億kWh　出所：日本電気協会発行「電気事業便覧」

＊カーボンニュートラル：バイオマスも燃やすとCO2が出るが、原料とな
る動植物は生育過程で大気中のCO2を吸収しているため、地球全体で
CO2はプラスマイナスゼロになるという考え方
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火力発電
火力発電は電力需要にあわせて柔軟に対応できるこ
とから、ピーク・ミドル電源としてはもちろん太陽
光や風力などのバックアップ電源としての役割も担
う。CO2排出がネックだが、日本の火力発電の熱効
率は世界的に高水準。特に最新の石炭火力の熱効率
は世界最高効率を誇る。LNGコンバインドサイクル
発電（ガスタービンと蒸気タービンを組み合わせた
発電方式）をはじめ、石炭でも、石炭をガス化しコ
ンバインドサイクル発電を行うIGCC（石炭ガス化複
合発電）など高効率化への取り組みが進んでいる。

原子力発電
原子力発電は、発電段階においてCO2を全く排出せ
ずに大量の電力を安定して供給することができ、ま
た使用済燃料を再処理すれば再利用できることから、
資源小国・日本の重要なベース電源としての役割を
担う。反面、放射線の慎重な管理が必要であり、福島
第一発電所事故以降、今後原子力をどうするか、エ
ネルギー政策見直しの議論が行われている。

関西電力 堺港発電所
（LNGコンバインドサイクル発電）
まずLNGを燃やしてできた燃焼ガスでガスタービン
を回して発電、その排熱で発生させた蒸気により
蒸気タービンを回してダブルで発電するコンバイン
ドサイクル発電を行っている堺港発電所。熱効
率は世界トップクラスの58％。さらに関西電力で
は姫路第二発電所のコンバインドサイクル化も進
めており、こちらは熱効率60％に向上予定だ。

各エネルギーの特性
エネルギー 供給安定性／安全性 環境性 経済性（2010年→30年）

太陽光
・枯渇する心配がない
・日中のみ発電、気象条件により出力が変動する
・エネルギー密度が低く、火力・原子力と同じ電力量を得るには広大な面積が必要

◎
発電時にCO₂を出さない

・33.4〜38.3→
 9.9〜20.0円/kWh
・設備にかかるコストが高い

風力

・枯渇する心配がない
・風向き・風速に時間的・季節的変動があり、出力が変動する
・エネルギー密度が低く、火力・原子力と同じ電力量を得るには広大な面積が必要
・風況の良い地点が偏在（北海道/東北/九州などは風況が良い）
・風車の回転時に低周波音や騒音が発生

◎
発電時にCO₂を出さない

・陸上:9.9〜17.3→
 8.8〜17.3円/kWh
 洋上:9.4〜23.1→
 8.6〜23.1円/kWh
・設備にかかるコストが高い

バイオマス ・木材や食品残渣など多様な資源が使える ○
カーボンニュートラル

・17.4〜32.2円/kWh
 （木質専焼の場合）

地熱
・日本は世界第3位の地熱資源国（特に活火山の多い九州と東北に豊富）
・出力が安定しており､ベース電源として期待できる
・立地制約（自然公園、温泉地域等）が大きい

◎
発電時にCO₂を出さない ・9.2〜11.6円/kWh

小水力 ・安定的な発電が可能
・多くの場所で発電できる可能性がある

◎
発電時にCO₂を出さない ・19.1〜22.0円/kWh

石炭火力 ・燃料はほぼ全量を輸入、オーストラリア/インドネシアが8割以上
・埋蔵量が豊富で、石油やLNGに比べて燃料単価が安い

×
864g-CO₂/kWh ・9.5→10.3円/kWh

石油火力 ・燃料はほぼ全量を輸入、その8割以上を政情不安定な中東に依存 ×
695g-CO₂/kWh

・22.1→25.1円/kWh＊

 36.0→38.9円/kWh

LNG火力 ・燃料はほぼ全量を輸入、その約8割がアジア大洋州の各国に分散
 （シェールガス革命により供給量の増大が期待できる）

△
476g-CO₂/kWh（コンバインドの

場合376g-CO₂/kWh）
・10.7→10.9円/kWh

原子力

・ウラン燃料はほぼ全量を輸入、政情の比較的安定した国々に分散
・エネルギー密度が極めて高く僅かな燃料で済む
・備蓄効果が高い（石油172日に対しウランは2.35年分）
・再処理を行えば、資源の有効活用が可能
・放射線被曝の危険性、放射性廃棄物の発生がある

◎
発電時にCO₂を出さない ・8.9〜円/kWh
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ル
ギ
ー

火
力

国家戦略室、経済産業省などの資料をもとに編集部まとめ＊上段は設備利用率50％の場合、下段は同10％の場合




